
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
　市は、独自の給与削減として、市長、副市長、教育長の給料を、平成19年10月から当分の間　市長は20％、副市長は15％、

教育長12％減額しています。

　また、平成15年度から管理職手当の削減を行っているほか、平成19年10月1日から平成21年3月31日まで、給料を5％～6％

削減するほか、退職手当を当分の間、4.7％削減しています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　 　

398 1,559,891 300,230 689,104 2,549,225 6,405 6,858

千円 千円20年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

給与費 B/A 一人当たり給与費

4,237,944 23.6 22.6

（参考）一般市類型平均

　　　　　　Ａ

52,572 17,967,158 562,332

平成19年度の人件費率
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

- - －

- - －

- - －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

- - 円

- - -

- - -

－

高　校　卒 － － －

828,115

中　学　卒 － － －

教　育　職 大　学　卒 － －

325,850

高　校　卒 209,475 243,802 294,975

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年

技能労務職 高　校　卒 188,290 234,745

一般行政職 大　学　卒 236,503 291,080

経験年数２０年

-

高　校　卒 - - -

教　育　職 大　学　卒 - -

-

中　学　卒 - - -

技能労務職 高　校　卒 133,095 129,592

172,200

高　校　卒 133,095 129,592 140,100

一般行政職 大　学　卒 163,590

国

一般市類型 - - -

159,285

区　　　　　分 登　別　市 北　海　道

登別市 - - -

北海道 - - -

368,656

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

一般市類型 47.4 329,625 387,412

350,247

国 49.2 285,548 322,737

北海道 48.8 319,062 354,653

　　　　　　　―

347,258

う ち 業 務 員 ― 　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

う ち 技 能 員 52.1 319,517 361,033

345,927

う ち 運 転 技 術 員 51.5 318,193 365,692 342,733

登別市 51.9 319,127 362,403

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

391,770

一般市類型 44.0 342,481 430,082 396,313

国 41.5 325,521 ―

333,917

北海道 44.5 328,477 398,318 375,971

登別市 44.2 313,613 374,259

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）１　登別市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

７　　級 部長・次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

9 3.6

６　　級 次長・主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

17 6.8

５　　級 主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

49 19.5

４　　級 主査・主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

86 34.2

３　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

53 21.1

２　　級 担当員
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

14 5.6

１　　級 担当員
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

23 9.2

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級, 9.2% １級, 6.9%
１級, 2.1%

２級, 5.6% ２級, 7.7%

２級, 1.4%

３級, 21.1%
３級, 25.7%

３級, 11.2%

４級, 34.2%
４級, 30.6%

４級, 16.8%

５級, 19.5% ５級, 16.9%

５級, 7.7%

６級, 6.8% ６級, 8.8%

６級, 32.5%

７級, 3.6% ７級, 3.4%

７級, 15.4%

８級, ８級,

８級, 9.4%

９級, ９級, ９級, 3.5%

0%

20%
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平成21年の構成比 １年前の構成比 5年前の構成比



４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ 2 ）月分 ( ）月分 （ 2 ）月分 ( ）月分 （ 1.6 ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　なし　　）

支給額の独自削減 （４．７％） 有

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（平成２１年４月１日現在）
千円

円

％ 人 ％

（注）「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、平成２０年度における調整手当の額

3.003.00

札幌市 3 2 3

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 123,762

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

41.34

12,012 24,099

支給実績（20年度決算） 247

59.28 59.28 59.28

0.75 0.75

59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50

23.50 30.55 23.50 30.55

0.75

登　　　　　　　　　　　別　　　　　　　　　　　市 国

1,729 1,776

1.5 1.45 1.53.00

国

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度） ―

登　　　　　別　　　　　市 北　　　　　海　　　　　道



 (4) 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 96,388

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 263

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 95,775

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 278

徴収業務手当
市税(国民健康保険税を含む。)及び税外収入、介護
保険料、公営住宅使用料又は下水道受益者負担金の
徴収業務に従事する職員

市税等徴収業務 1月につき3,500円

1回につき400円

鳥獣等処理業務手当
カラス、蜂若しくはカメ虫の駆除又は犬、猫若しくはキ
ツネの死体処理作業に従事した職員 鳥獣等処理業務 1日につき430円

はしご車搭乗業務手当 はしご車搭乗作業に従事した消防職員 はしご車搭乗業務

葬斎場業務手当 火葬業務に従事する職員 火葬業務 1月につき6,000円

除雪業務手当 除雪作業に従事した職員 除雪業務 1日につき300円

特殊車両運転業務手当
ブルトーザー、グレーダー等の運転に従
事した職員

特殊車両運転業務 1日につき250円

社会福祉業務手当 社会福祉に関する現業に従事する職員 社会福祉業務 1月につき5,500円以内

野犬掃とう業務手当 野犬掃とう作業に従事した職員 野犬掃とう業務 1日につき480円

変死体取扱業務手当
行路死亡人又は変死体の収容移送及び
仮埋葬等の作業に従事した職員

変死体取扱業務 1件につき3,000円

救急出動業務手当 救急業務に従事した消防職員 救急業務 1回につき420円以内

感染症防疫業務手当
感染症患者の移送又は感染症防疫作業
に従事した職員

感染症防疫業務 1日につき400円

夜間特殊業務手当
正規の勤務時間により深夜勤務に従事
した消防職員

深夜業務 1回につき550円

火災等出動業務手当 火災等業務に従事した消防職員 火災等消火業務 1回につき380円

ごみ取扱業務手当 ごみ取扱作業に従事する職員 ごみ取扱業務 1月につき1,500円

消防業務手当 消防業務に従事する消防職員 消防業務 1月につき8,000円以内

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 23.2

手当の種類（手当数） 15

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成20年度決算） 12,384

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 122,617



（6) その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円13,829 千円 223,048夜勤手当

正規の勤務時間として午後10
時から翌日の午前5時までの間
に勤務する職員。勤務1時間当
り、給与額の100分の25を支
給。

同じ

0

寒冷地手当

世帯区分等に応じ、定額を１１
月から３月まで支給。世帯主で
扶養親族が2人以下の職員は
月額31,820円を支給。ただし、
平成17年度から平成21年度ま
では経過措置期間として順次
支給額を減額し、経過措置期
間終了後の平成22年度は
22,540円。

同じ 44,960 千円 102,415

宿日直手当
宿直勤務または日直勤務を命
ぜられた職員。宿日直1回につ
き4,200円。

同じ

41,651 千円異なる

部長職57,736
円、次長職
46,344円、主
幹職37,110円

0 千円

467,989

単身赴任手当

官署を異にする異動等に伴い、
転居のためなどにより同居して
いた配偶者と別居し、単身で生
活し、距離制限（60㎞）を満た
す職員。23,000円など。

同じ 0 千円 0

管理職手当
管理または監督の地位にある
職員に支給。主幹職37,110円
など。

33,549 千円 120,680

通勤手当

通勤のため、交通機関や自動
車等を使用して通勤する職員
に支給。交通期間は55,000円
を上限とし、自動車等は通勤距
離に応じて2,000円以上24,500
円以下。

同じ 14,934 千円 59,736

扶養手当
扶養親族のある職員に支給。
配偶者13,000円など。

同じ

住居手当

住居を借り受けているものまた
は所有している者に支給。借り
受けは27,000円以内。持ち家
は5,000円など。

異なる

持ち家につい
て、新築等5年
未満は6,000
円、5年以降は
5,000円。

国の制度

千円 248,816

（平成20年度決算）

60,960

支給実績国の制度と 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成20年度決算） 平均支給年額



５　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

87万円×520/100÷12×在職月数×80/100

70万円×425/100÷12×在職月数×90/100

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

退
職
手
当

任期毎

備　　　　考
条例に基づき、給料月額を基礎に算出した額について、市長20/100、副市長10/100
を減じている。また、支給率についても、市長30/100、副市長25/100を減じている。

570,000

１，448万円

任期毎

議 員

市 長

副 市 長

議 長 　　（平成20年度支給割合）

副 議 長 4.25

１，071万円

320,000

期
末
手
当

市 長 　　（平成20年度支給割合）

副 市 長 4.25

698,000 400,000

副 議 長 350,000 618,000 350,000
報

酬

議 長 400,000

議 員 320,000

595,000 815,000 579,600

700,000

給

料

（参考）一般市類型における最高／最低額

市 長 696,000 956,000 582,400

870,000

副 市 長

区 分 給 料 月 額 等



６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口10,000人当たり職員数 　 人

（一般市類型の人口10,000人当たり職員 人）

人口10,000人当たり職員数 　 人

（一般市類型の人口10,000人当たり職員 人）

人口10,000人当たり職員数 　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

　

0 45322 51 77 8339 52 47 27
職員数

人 人 人 人 人

1 17 37

人 人 人 人人 人 人 人

以上35歳 39歳 43歳 47歳 51歳27歳 31歳

～ ～～ ～

59歳55歳

計

～ ～ ～ ～ ～ ～

52歳

86.17

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

未満 23歳

36歳 40歳 44歳

事務の統廃合縮小

＜参考＞

48歳 56歳 60歳

合　　計 453 471 △ 18

[　　600　　］ [　　600　　］ [　　　0　　　］

小　計 56 57 △ 1

事務の統廃合縮小

その他 1 1 事務量の増加
介護保険 11 12 △ 1

16 △ 1 事務の統廃合縮小

国保 12 12 0

61.65

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道 17 17 0
下水道 15

教育部門 34

＜参考＞

397 414 △ 17 75.52
小　計

消防部門 85 85 0

46.18
事務の統廃合縮小40 △ 6

事務の統廃合縮小

計 ＜参考＞

278 289 △ 11 52.88

土木 33 35 △ 2
商工 13 13 0

農林水産 6 6 0

25 0
労働 1 1 0

24 △ 1 事務の統廃合縮小

民生 84 88 △ 4 事務の統廃合縮小

5 0
総務 88 92 △ 4 事務の統廃合縮小

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 5

税務 23

衛生 25

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成21年 平成20年

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

構成比

５年前の構成比

%



(3)職員数の推移

（各年４月１日現在）

56 ▲6　（▲10.7％）

514 504 490 471 453

61 63 58 5762公営企業等会計計

総合計 532

85 85 ▲5　（▲5.8％）

453 441 432 414 397 ▲73　（▲18.4％）470

88 88 85

▲47　（▲16.9％）

51 46 42 40 34 ▲21　（▲61.8％）

▲62　（▲13.7％）

消防

普通会計計

　　　　　　　　　年　　度

部門別

過去５年間

の増減数（率）

307 305一般行政

教育

17年 18年

314

90

21年16年

325

55

19年 20年

289 278



７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項
　平成15年度から管理職手当の削減を行っているほか、平成19年10月1日から平成21年3月31日まで、給料を5％～6％、

削減するほか、退職手当を当分の間、4.7％削減しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成20年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　なし）　　　　　　　　　　

支給額の独自削減 （４．７％） 有

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

59.28 59.28

0 20,019 15,530

33.75 42.12

47.50 59.28

登　　　　　　　別　　　　　　　市 市　　町　　村　　平　　均

21.00 27.30

1,581 1,768

3.00 1.50

1.6 0.75

市 町 村 平 均 45.6 370,362 564,094

登　　　　　　　別　　　　　　　市 市　　町　　村　　平　　均

１人当たり平均支給額（平成20年度） １人当たり平均支給額（平成20年度）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

登 別 市 41.9 313,579 493,250

18 61,102 13,354 26,877 101,333 5,630 6,781

20年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

12.2% 12.6

20年度 　　　　千円 千円　 千円　

829,000 128,705 101,333

総費用に占める

職員給与費比率 19年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実

　質収支



ウ　地域手当

（平成２１年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

0

千円

0 千円 0夜勤手当

正規の勤務時間として午後10
時から翌日の午前5時までの間
に勤務する職員。勤務1時間当
り、給与額の100分の25を支
給。

同じ

千円同じ

0

106,844

宿日直手当
宿直勤務または日直勤務を命
ぜられた職員。宿日直1回につ
き4,200円。

同じ

寒冷地手当

世帯区分等に応じ、定額を１１
月から３月まで支給。世帯主で
扶養親族が2人以下の職員は
月額31,820円を支給。ただし、
平成17年度から平成21年度ま
では経過措置期間として順次
支給額を減額し、経過措置期
間終了後の平成22年度は
22,540円。

同じ 1,925

千円

482,333

単身赴任手当

官署を異にする異動等に伴い、
転居のためなどにより同居して
いた配偶者と別居し、単身で生
活し、距離制限（60㎞）を満た
す職員。23,000円など。

同じ 0 千円 0

管理職手当
管理または監督の地位にある
職員に支給。主幹職37,110円
など。

1,900 千円 158,333

通勤のため、交通機関や自動
車等を使用して通勤する職員
に支給。交通期間は55,000円
を上限とし、自動車等は通勤距
離に応じて2,000円以上24,500
円以下。

同じ 512 千円

1,447

56,889

住居手当

住居を借り受けているものまた
は所有している者に支給。借り
受けは27,000円以内。持ち家
は5,000円など。

同じ

通勤手当

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （平成20年度決算） 平均支給年額

2,868 千円 239,000

（平成20年度決算）

扶養手当
扶養親族のある職員に支給。
配偶者13,500円など。

同じ

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 2,955

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 227

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異な
る内容

支給実績

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 3,992

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 285

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成20年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 0.0

手当の種類（手当数） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

札幌市 3 0 3

支給実績（平成20年度決算） 0


